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1．小泉人気の構図―弱者はなぜ「小さな政府」を支持するのか
小泉首相が 5年間務めてこの 9月に退任した。久しぶりの長期政権で

あったが、この 5年間の日本の政治の変化はまことに大きいものがあり、
特に社会保障政策にも非常に大きな影響を与えているということは多くの
人が実感しているところだろう。
現代政治を観察・分析をする者にとって、一番大きな謎というか難問

は、弱者はなぜ「小さな政府」を支持するのか、あるいは小泉政権が推進
した、いわゆる新自由主義的な構造改革によって被害を受けるはずの人々
がなぜその小さな政府を支持するのかという疑問である。昨年 9月の総選
挙の結果はやはり大変な衝撃であった。当初、単に小泉首相のパフォーマ
ンスとか言動に多くの有権者が惑わされたのではないかと述べたが、それ
は多分違うのではないか。単にだまされて票を入れたということではあん
なに劇的な結果になるとは思えないわけで、そこには何か理由があるのだ
ろう。小泉首相を支持した弱者は、それなりにやはり何がしかの計算とか
合理的な思考・判断でもって支持したのであろう。そこをやはりきちんと
理由を突き詰めないと、だまされたという話ではそこから先一歩も前に進
めない。

（1）否定的イメージとしての再配分政治
そこで、まず、小泉人気の構造について見ておこう。言うまでもなく小

さな政府路線、あるいは新自由主義的な構造改革路線というのは、再分配
を縮小するという意味を持っている。その再分配政治というものを縮小す
れば、再分配によって恩恵を受けていたはずの人は反発をするはずである
が、そうでもなかったというところをまず注目する必要がある。再分配政
治というのは、なかなか恩恵を受けているということを実感することは難
しいのかもしれない。我々は、日ごろ、当たり前のようにいろいろな行政
サービスの恩恵に浴しているわけで、それが大変な恩恵だということはわ
からないのかもしれない。
例えば、65 歳以上の人が毎月結構な額の年金をもらえるとか、病院に

行ったら自己負担 3割で診療を受けられるとか、しかもそんなに待つ必要
もなくて大変に行き届いた医療を受けられるとか、そういうことを割と当
たり前のように考えてきていて、それをある程度みんなでコストを払って
でも守っていこうという問題意識がなかなか出てこないということもある
のかもしれない。
それにしても、再分配政治というものがかなり小泉政治の時代には否定

的なイメージで描かれていたことも確かである。そこには幾つかの問題が
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あり、とくに地方に対するさまざまな再分配、なかんずく公共事業を中心
とした地域経済の振興・浮揚策にはたくさんのむだがあるということは明
らかである。それから、与党と官僚機構という再分配政策を担ってきた政
治・行政の主体においても、それぞれいろいろな問題があるということは
はっきりと見えてきたわけである。要するに、自民党では族議員が跳梁跋
扈して既得権を守ろうとしているとか、官僚も硬直化して自分たちの権限
を守ろうとするとか、そういったたぐいのネガティブなキャンペーンとい
うのはメディアでもずいぶん進行したわけである。
全体として、日本の世の中というのは、従来はパターナリズムという秩

序がいろいろな分野で存在した。パターナリズムというのは、人間関係に
おいて上下の関係を重視する。つまり、下の者は上の者に従うという、こ
ういう上下関係を軸とした社会的文化である。会社においてはいわゆる日
本的な雇用、長期安定終身雇用みたいなもの、あるいは、医療の世界で言
えば医局制度みたいなものもパターナリズムであったのであろう。
パターナリズムというのは、しかし同時にある種の平等とか安定という

ものを保障しており、つまり、旧来の上下関係の枠組み・秩序のなかでそ
こに疑問を持たずおとなしくしていれば、ある種の保護とかあるいは安定
というものが保障されたという機能もあった。この間も、ある医学部の先
生から伺った話だが、医局が崩壊すると途端に田舎のほうの医療が危機に
瀕するようになった。要するに、パターナリズムから個人を解放すると、
個人は自由に物事を選択できるということになり、おのずと都市に医者が
集まるということになって、その結果医療の地域格差というのがどんどん
広がってくる。
これも 1つの例だと思うが、おしなべて会社においても、あるいは行政

における都市と地方、中央と地方の関係にしても、あるいは医療の世界に
しても、パターナリズムというのが崩れてくると自己責任社会とかあるい
は自由選択社会というものができてきて、その結果として著しい不均衡と
か不平等が生じるという問題もある。ただ、そのパターナリズムによる、
「囲い込み社会」と私は呼んでいるが、これは才能や意欲を持った人にとっ
ては息苦しいものであり、人間を縛ってその代わりに安全を保障するとい
う従来の社会システムが崩れるというのは爽快感を伴ったのかなというふ
うに思うわけである。

（2）民主政治のモデルチェンジ
民主政治というのは、今モデルチェンジを起こしつつあるという感じが

するわけで、橋本派の政治と小泉政治というのはいろいろな意味で対照的
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であるといえる。要するに、「親切な政治と腐敗や非効率の組み合わせ」
対「冷淡な政治と効率性の組み合わせ」という図式、これが橋本政治対小
泉政治ということになるのであろう。
実際、今のこの格差社会の現状、とりわけ北海道にいると本当に地域が

どんどん疲弊していくという様子を目の当たりにするわけであり、そうす
ると、昔の橋本派の政治というのは実は偉かったんだという妙な感慨にふ
けることがある。つまり、この腐敗とか非効率という面ではいろいろと批
判も集めた。あるいは、いろいろな意味の既得権を保護するという政治が
横行するとなかなか物事が決まらない。現状を変えるという政策決定がで
きないという問題もある。その政策の仕組みというのは、やはり自民党政
調会の部会とか族議員の有力な先生方と役所と関係業界の人たちが何とな
く話し合って決めるみたいなもので、極めて透明性が低い。したがって、
そういったその政策決定のアクセスを持たないいわゆる無党派層とか普通
の市民というのが大変な疎外感を覚える。これらの面でもネガティブなイ
メージを与えられたわけである。
これに対して小泉政治というのは、まさにそういう自民党を担ってきた

橋本派政治をぶっ壊すというふれ込みでスタートしたわけであり、去年の
郵政解散のときなども、既得権を破壊するために総理大臣が権力を正面か
ら行使したという、これは日本の政治のなかでは極めて珍しい例外的な現
象だったわけである。この権力を正面から行使して中身は不明だが「改革」
のために闘いを起こすというのは、政治的なスペクタクルとしては大変お
もしろいものである。
それから、関係者中心の不透明な政策決定過程に代わってメディアを媒

介とした透明な政治過程を演出したというのは、やはり小泉政治の売り物
であったと。その辺である種の好感を持たれる、あるいは多くの人々の興
味を引くというのも、当然のことかなと思う。メディアを通して政治が動
くさまが割とよく見えるということから、従来、疎外感を持っていた無党
派層、普通の市民が疑似的な参加感覚というものを持てるというのも小泉
政治の特徴だったと思う。つまり、いろいろな有識者というか、割と知名
度の高い学者などが政府の重要な審議会等で派手な議論をして、それを基
に例えば道路公団の民営化とか郵政の民営化といった大なたを振るう政策
が動いていく。それを見ていると、やはり普通の人は何となく疑似的な参
加感覚を持つという特徴があったと思う。

（3）大きな不平等と小さな不平等
最初に掲げた疑問に戻れば、国民の平等意識というものは一体今どう
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なっているのかということが問題になる。国民は決して平等意識を捨て
た、あるいは正義感を捨てたというわけではないと思う。今、私たちはさ
まざまなスケールの不平等というものを見ているわけであり、そのなかで
政治争点化しやすい不平等と争点化しない不平等というのがやはりあると
見なければならない。グローバルな資本主義をどんどん展開していけば、
それに伴って巨額の富を築く人も出てくるし、従来の安定した生活を喪失
した貧しい人々も出てくる。そういう意味で、大きな不平等というものは
確かに存在する。しかしながら、これは政治争点化しないわけである。
他方、身近にある小さな不平等、私は最近「プチ不平等」と言っている

が、これはかなり容易に政治争点化する。たとえて言うと、六本木ヒルズ
の月額家賃 200 万円の超高級マンションに住む人を見ても普通の人はうら
やましいと思わないが、うちの近所にある公務員宿舎で毎月 2万か 3万の
家賃を払うだけで安直な生活ができている公務員を見ると腹が立つという
のは、その「プチ不平等」に対する反発というものである。

（4）リスク社会化システムの機能不全
もう 1つ、小泉政治を支持した人々のその事情としてリスクを社会化す

るシステムが機能不全を起こしているという問題を指摘しなければならな
い。リスクの社会化というのは、病気とか貧困とか、人間が生きていくう
えで必ず遭遇するさまざまな不幸とか課題とかというものを全部総称して
「リスク」というが、このリスクを社会化する仕組みとして我が国には国
民皆保険などさまざまな公共的政策のシステムが存在してきた。ところ
が、特に経済環境の変化、雇用システムの変化のなかで、従来のリスクを
社会化するシステムが機能不全を起こしているということも明らかであ
る。
例えば、今、フリーターとか非正規雇用が増えており、日本の労働人口

のうち 3分の 1が非正規雇用、つまりアルバイト・パート・派遣といった
形態の雇用である。20 代 30 代前半ぐらいで、アルバイトで毎月 20 万円
ぐらいの給料で生活している人が大勢いる。もちろんボーナスはもらえな
いので、年収は、掛ける 12 で 250 万円ぐらいということになる。こうい
う人たちにとって毎月 1万 3,800 円の国民年金の保険料を支払い、それか
ら 2～3万円ぐらいの国民健康保険の保険料を払うということは、やはり
搾取だということになる。20～30 代の人というのは、30 年後 40 年後に自
分が年金をもらえるなんて夢にも思っていないし、若い人は余り病気もし
ないので、その種の社会保障の負担、すなわちリスクを社会化するための
コストというものは取られっぱなしの搾取というふうに映るわけである。
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本来、福祉国家の恩恵を得なければいけないはずの非正規雇用の人々、下
層社会の人々というのが、むしろそのリスクを社会化するシステムを維持
するためのコスト負担を強いられて、いわば逆累進的な負の再分配という
現象が局地的に起こっているというところに注目をしなければならない。
そういう形で被害者意識を持つ人々というのは、残念ながらこのリスク

を社会的に分担し、みんなで連帯をするというような意識というのは持て
ない。それどころか、小泉政治のなかで「構造改革」というスローガンの
下、一種の既得権と見えるような社会保障についても、改革という名の下
に大なたを振るうということについても、被害者であるはずの人はこれを
歓迎するという反応をとるわけである。去年の総選挙で、要するに都市で
投票率が上がった。そして 20 代 30 代の若い層で投票率が上がった。その
ことが自民党の大勝利の 1つの背景にあったということは、以上のような
ことで、リスクの社会化システムの機能不全という事情でかなり説明がつ
くのではないか。
さらにもっと困ったことに、私どものような政治学者は、資本主義の自

由競争がもたらす不平等を是正するために政府・公共セクターというもの
が存在し、公共セクターが政策を実行することによって格差を是正するこ
とを当たり前のことだと思ってずうっと信じてきたが、そのことがなかな
か理解してもらえないという時代に入ってしまった。つまり、逆に今のそ
の社会保障もそうだが、公共セクターが仕事をすることによって不平等が
存在し既得権が生まれるという感覚が、やはり中流・下流社会にかなり広
がっているということになるのだろう。
例えば、社会保障だけではなくて、地方交付税の仕組みについても、こ

れは地域的な格差を埋めるための政策だというように我々は説明してきた
が、都会の人や企業が払った税金をそのまま地方に再分配するということ
になると、やはり都会の貧困層にとっては、まことに腹立たしい話だろう。
そういう意味で、構造改革路線というのがいわゆる弱者層によって支持さ
れたということについては、それなりに深い理由があると考えなければな
らないのではないか。
しかしながら、言うまでもなく、小さな政府路線を徹底していけば、下

流社会の人々というのは一層不幸になるわけであるし、さらに言えば中流
社会にぶら下がっていた人がもっともっと下のほうに向かって移動してい
くということにもなりかねないわけである。現に地域間格差というのは、
今、本当に広がっており、医療はもとより、例えば教育なんかもそうであ
り、地方に行くと学費が払えないから上の学校に行けないという人は現に
どんどん生まれてきている。高校の先生なんかと話をしても、そういうこ

51



とをこもごも訴える話をよく聞く。
さらには、地方交付税がどんと減らされて、北海道なんていう貧乏自治

体はもう高校を維持できない。そうすると、高校のリストラ・合併という
ことが今どんどん進んでおり、農村部のほうに行くと、もう中学を出た段
階で自分の町には高校がない。したがって、遠くのほうへ行って下宿生活
をしないと高校にも行けないというような状況が発生してきており、そう
いう教育の地域格差はさらに不平等を固定化するということになるのであ
る。というわけで、やはりこれからの課題は、社会保障を中心としたリス
クを社会化するシステムを再構築することが中流社会・下流社会にとって
は必要であるということをいかにして説得するかということになる。

2．日本の現状と誤った処方箋
（1）リスクの普遍化
次に、日本の現状をどう見るかということであるが、この 10 年間の社

会状況の比較を見ると、国民の生活の幸福を示す数字は軒並みダウンし、
不幸を示す数字は軒並みアップしているということが分かる。生活保護受
給者の増加とか、貯蓄なし世帯の大幅な増加とか、非正規社員の増加とか、
自殺者というのはこの間、2000 年代に入ってからほぼ毎年 3万人台で推
移している。このうちおよそ 9,000 人近い人が経済的動機による自殺、す
なわち借金を苦にしたあるいは失業を苦にした自殺であるということであ
る。
こういう現状を見るにつけ、日本の世の中というのはやはり極めて普通

の人にとっては住みにくい社会になっているということは明らかである。
この状況を私は「リスクの普遍化」と言っている。要するに、人間を保護
してきたさまざまな仕組み、雇用の仕組み、地域経済の支援の仕組み、教
育や医療の仕組みというものがどんどん今崩壊してきた。そのことによっ
て人々のリスクは増えてきた。このことはもう言うまでもない。
また、この数年、利益の追求というか、経済的な自由競争というのが大

いに奨励された結果、民間企業の利益追求というものがモラルハザードに
つながっていく。つまり、金をもうけるためには何をやってもいいんだと
いうモラルハザードがあちこちに発生する。そのことが人間の生命・財産
というものの大きな脅威になっているわけで、例えばマンションの耐震強
度偽装事件とか、粉飾決算とか、鉄道会社の大事故とか、あるいは保険会
社の保険金不払いとか、いろいろな問題が次々と起こっている。
それから、自然災害とか環境リスクというものも今高まっている。同じ

程度の災害が襲ってきても、特に田舎のほうは過疎と高齢化が進んでいる
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から、危機管理能力が低下している。それから、従来、家族を単位として
生活上のリスクを管理してきたわけであるが、高齢化、あるいは雇用の不
安定化、あるいは子供を取り巻く環境の悪化、いろいろな要因によって生
活にかかわるリスクが大きく高まっているということもできる。
例えば、犯罪の問題も、専門家に聞くと、犯罪件数そのものはそんなに

増えていない。特に殺人等の凶悪犯罪の件数は増えていない。現に数字の
うえで大きく増えているのは、高齢者の犯罪である。これはもう十中八九
医療と介護の不備という社会経済的環境要因に由来するものだと言って差
し支えないと思う。
であるから、短期的に利益を追求することで雇用のシステムが変わり、

社会保障をどんどん削減していくということによって、長期的に見れば日
本の社会というものが持続可能性をどんどん失っているという現状だろう
と思う。こういう時代においては社会保障とか社会福祉というもののイ
メージをやはり切り換える必要がある。この点は、新自由主義的な政策を
推進する人のイメージにおいては、社会の大半の人は自立して自己責任で
生きていくべきであり、例外的な弱者に対してのみ福祉を適用するという
ことになる。これはアメリカ型の社会イメージである。
しかしながら、私が言いたいのは、今、一見安定した生活をしている人

も、つまり中流に属する人も大変な脆弱な生活環境にある、大きなリスク
に遭遇する可能性を秘めているということである。例えば、不幸にして耐
震偽装のマンションを買った人は、一夜にして何千万円という財産を失う
わけである。あるいは、私は今 48 であるが、私どもの世代にとってみれ
ば、親が認知症になる、あるいはその他の疾患で寝たきり、要介護状態に
なるなんていうリスクは極めて高いものであるし、子供がなかなか自立で
きない、引きこもりやニートになるなんていうリスクも決して他人事では
ないということであり、みんなが脆弱性を抱えているという前提でリスク
を社会化するという政策をきちんと打ち出していくということが必要であ
る。

（2）リスクの受け止め方
潜在的にリスクがあるが、なぜそれが共通の政治的関心事にならないの

かという問題であるが、まず、もちろん、六本木ヒルズに住めるような富
裕層はリスクとは無縁である。必要とあらば何百万というお金をかけて最
先端の医療を受けることもできる。そういえば、この間、「月刊現代」（講
談社）という月刊誌を見てたら、東大病院で民間の医療機関と提携をして、
会員権が 600 万円もするようなその医療機関の会員になった人はその最先
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端の健診とか人間ドックを受けられるというサービスを始めるという記事
を見て愕然とした。大学の法人化の余波というのがこういうところにも及
んだのかと慨嘆した。いずれにしてもリスクと無縁の富裕層というのは、
これはミニバブルの主役になってリスクのことなんかは関係ないというこ
とになるわけである。
中流社会・下流社会というのは、今のところリスクの執行猶予中という

ことになる。私なんかまさにそういう感じであり、今のところとりあえず
親はまあ元気で何とかやっている。子供はまあ普通に学校に行っていると
いう、そういう状況の人たちがいっぱいいる。だから、リスクの問題とい
うのは、まだ今のところ他人事ということに思えるのかもしれない。また、
そのリスクをひしひしと感じる人というのは、リスクから自由な人という
ものに対して反感を持つ。例えば公務員なんていうのは、まさに雇用のリ
スクがゼロの人種なのでそういう意味で反発を受けるということになる。
では、これからの社会保障論議をどう進めるかということであるが、や

はり理念としては、リスクを社会化することが国民の幸せにとって不可欠
であるという理念をみんなで共有するということである。それを別の面か
ら言えば、要するに、市場とか競争原理というものになじむ財となじまな
い財、価値というものを識別するということだろう。ホリエモンは、かつ
て金さえあれば何でも買えるということを公言したわけだが、これはやは
り我々の理念ではないわけであり、例えば生命とか自由とか、そういう価
値は経済的な力とは無関係に万人に平等に保障されるべきであるという前
提でやはり物事を考えるべきだと思う。
この辺は、実は国民は決してそういった理念を捨てたわけではないとい

うことであり、まさに去年の総選挙の時期に内閣府自身が行った世論調査
の結果を見ると、構造改革路線、すなわち、「現役世代の税・保険料の負
担を増やさないために社会保障制度の現在の水準が下がってもやむを得な
い」という、この新自由主義的構造改革路線に対する支持者は 22％、つ
まり 5分の 1しかいないということになる。5分の 1の人は、「負担が増
えても社会保障を充実せよ」と言っているし、40 数％の人は「負担が増
えても社会保障の現状は維持せよ」と言っている。この 2つを併せれば 3
分の 2である。3分の 2の人が、「負担が増えても社会保障の現状維持な
いし充実を求める」という答えを選んでいるわけであり、そういう意味で
は、やはり民意というものがその選挙の結果にはストレートには現れてい
るわけではないということを指摘できる。もっと言えば、こういった国民
の問題意識とか価値観に沿った政策を提示できれば、それでこの支持を得
ることはできるはずだということになるのだろう。
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それから、OECDの統計を医療・介護に対する支出の割合を国別に比
較して見ると、特に注目したいのはアメリカとスウェーデンであり、世界
で最も小さな政府の国アメリカと、世界で最も大きな政府の国スウェーデ
ンを比べてみれば、医療・介護に対する社会的支出の総額の割合自体はさ
ほど大きな違いはない。大体GDPの 4分の 1から 3割ぐらいのお金を医
療・介護に投入しているということである。これは考えてみれば当たり前
なので、医療水準がほぼ同じで国民が長生きをしたいという価値観を持っ
ているとすれば、おのずと社会的支出は同じ水準になるはずである。
問題は、公的支出の割合であり、スウェーデンは社会的支出をほぼすべ

て公的支出によって賄っている。つまり、税と社会保険料で医療と介護を
カバーしているという状況である。これに対してアメリカは、公的支出の
比重は小さい。かなりの部分を私的な支出で賄っている。つまり、個人個
人が病院の窓口、薬局、介護施設、あるいは民間の保険会社等に支払うこ
とによって社会的支出をカバーしているということになる。
これは何を意味するかといえば、やはり医療・介護など市場を通して商

品として供給するという比重がアメリカの場合高いということであり、そ
うなると、おのずとお金のある人ほどよい医療を受けることができるとい
う結果になるわけである。
というわけで、小さな政府にすれば国民が経済的に豊かになるとか可処

分所得が増えるというのは、これはとんでもない錯覚であり、要するに、
アメリカのように民間保険会社や直接医療機関への支払いという形で医療
費を出すのか、それとも従来の日本やヨーロッパのように、税や社会保険
料という形で政府を 1回経由して医療費を負担するか、どっちがいいのか
という、そういう議論をすべきなのである。
それからもう 1つ、政策を具体的に議論し実現していくためのプロセス

の問題であるが、ここはやはり小泉政治のさまざまな変化というものから
教訓をくみ取る必要がある。つまり、透明性と公開性の確保が必要であり、
要するに官僚と族議員と関係者による密室の論議というのでは、やはり一
般世論はついてこないということははっきりしている。
それから、全体として財政事情というのは極めて厳しいという状況であ

るので、ある部分はやはり譲らなければいけない、効果的に譲るというポー
ズを示して、やはり世論の支持を得る。しかる後にきちんとしたその制度・
政策を実現していくという、一歩後退二歩前進というような戦術が必要に
なっていくであろう。
もう 1つ、政策実現におけるその新しい味方づくりといおうか、仲間づ

くりといおうか、ネットワーキングというものが必要になってくるわけで
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ある。たとえば医療の話で言えば、やはり開業医の先生方プラス大きな病
院で大変な苦労をしている医師、あるいはその他医療関連職といったさま
ざまな主体がいるわけであり、そうした多様な人々を結びつけて、医療と
いうテーマに即して新しいネットワーキングというものをどうやって構築
していくのかということが、この政治的影響力を高めるための重要なかぎ
になっていくのではないかと思っている。
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